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戸籍への氏名の振り仮名記載業務委託に係るプロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  令和５年６月に戸籍法が一部改正され、施行日の令和７年５月２６日以降、戸籍に氏名の

振り仮名が記載されることになった。自治体は、本籍人に戸籍に記載する仮の振り仮名を通

知し、窓口やマイナポータル等で正しい振り仮名の届出を受理及び戸籍への記載を行う。 

倉敷市では、これら戸籍への氏名振り仮名記載に伴い増大する窓口業務について、業務の

効率化と負担軽減を図り、更なる市民サービスの向上を目的として、振り仮名に係る通知の

作成・発送や問い合わせ対応、記載事務などの関連業務について委託を行う。 

なお、この要領は、本業務に係る公募型プロポーザルに関して必要な事項を定めるものと

する。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名 戸籍への氏名の振り仮名記載業務委託 

（２）契 約 期 間 契約締結日から令和７年１０月３１日まで 

（３）業 務 内 容 ・通知書作成・発送業務 

・コールセンター業務 

・窓口補助業務 

・入力全般業務 

※業務内容及び履行期間については仕様書を参照すること 

 

３ 提案上限額  ５９，９５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

            

４ スケジュール 

（１） 公募開始          令和７年３月１９日（水） 

（２） 質問締切日         令和７年３月２６日（水）１５時 

（３） 質問回答日         令和７年３月３１日（月） 

（４） 参加申込の受付締切日    令和７年４月 ２日（水）１７時 

（５） 参加資格の確認結果通知   令和７年４月 ４日（金） 

（６） 提案書提出締切日      令和７年４月１１日（金）１７時 

（７） 審査会           令和７年４月１７日（木） 

（８） 選考結果通知日（予定）   令和７年４月２１日（月） 

（９） 契約締結（予定）      令和７年４月下旬頃 

 

５ 参加資格 

  参加できるのは、次の要件全てに該当する者とする。なお、複数企業による共同提案及び、

共同企業体での参加は認めない。 

（１） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
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三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第三十二条第一項各号に掲げる者 

（２） 国税を滞納していないこと。 

（３） 代表者又は役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に

規定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はこれらと社会的に非難さ

れるべき関係を有するものでないこと。 

（４） 参加申込の受付締切日から契約締結の日の間に倉敷市から指名停止等の措置を受けて

いないこと。 

（５）令和２年４月１日以降、人口２０万人以上の自治体から、２（３）業務内容に係る業務

（通知書作成・発送業務、コールセンター業務、窓口補助業務、入力全般業務）のいず

れかと同種業務の契約実績があること。なお、窓口補助業務については窓口業務の実績

でも可とする。 

（６）プライバシーマークの付与又はＩＳＭＳの認証を受けていること。 

 

６ 質問の受付及び回答 

（１）質 問 方 法   

質問書【様式１】をメールで提出 ※持参及び郵送は不可 

（２）質問書送付先   

後述の「１６ 問い合わせ先」のメールアドレス宛て 

メールの表題は「プロポーザル質問＋参加者名」とすること。 

メールの受信確認後、到着確認メールを返信する。メールの受信確認後、返信が届かな

い場合は、電話にて問い合わせること。 

 

（３）質問締切日時   

令和７年３月２６日（水）１５時必着 

（４）回 答 方 法   

個別の回答は行わず、令和７年３月３１日（月）１３時に倉敷市ホームページ 

（https://www.city.kurashiki.okayama.jp）に掲載する。 

なお、質問の内容によっては、回答できない場合もある。 

（５）そ の 他   

公表する質問事項に対する回答は、実施要領等の追加又は修正とみなすものとする。 

 

７ 参加申込書の受付 

（１）提出期限 

令和７年４月２日（水）１７時必着 

（２）提出先及び提出方法 

   後述の「１６ 問い合わせ先」に持参又は郵送 

   郵送の場合は、表面に「プロポーザル申込書類在中」と朱書きすること。 

（３）提出書類 

   ①参加申込書【様式２】 ※押印必要 

   ②「国税」を完納していることが分かる証明書（納税証明書） 

    ・発行日が３か月以内のものに限る。コピー可。 
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   ③参加申込者の概要【様式３】 ※会社パンフレット等があれば添付すること。 

④同種業務の契約実績一覧【様式４】 

⑤プライバシーマークの付与又はＩＳＭＳの認証を受けていることが確認できる書類の写し 

⑥その他  

・本社が支店や営業所へ参加申込書の提出や契約等の業務を行う権限を委任する場合

は、必ず委任状【様式５】（押印必要）を添付すること。 

（４）提出部数 各１部 

 

８ 参加資格の確認結果通知 

令和７年４月４日（金）に、参加の可否を参加申込者の概要に記載されたメールアドレス

（以下「参加者メールアドレス」という。）宛てに通知を行う。 

 

９ 提案書等の提出 

（１）提出期限 

   令和７年４月１１日（金）１７時必着 

（２）提出先及び提出方法 

   後述の「１６ 問い合わせ先」に持参又は郵送 

   郵送の場合は、表面に「プロポーザル提案書類在中」と朱書きすること。 

（３）提出書類 

①提案書（様式は任意） 

・仕様書及び評価基準に基づいた構成とすること。 

・サイズはＡ４とし、Ａ３用紙を用いる場合は折り込んでサイズを合わせること。 

・文字のサイズは１１ポイント以上とする。ただし、ルビ振りのサイズについてはこ

の限りではない。 

・提案書を基に作成した資料をプロジェクターにて投影する場合、その紙資料も提出

すること。 

②見積書【様式６】 

・正本１部のみ押印 

③見積内訳明細書（様式は任意） 

・通知書作成・発送業務、コールセンター業務、窓口補助業務、入力全般業務の業務

ごとの金額が分かるように記載すること。 

・通知書作成・発送業務については郵送料を含まない金額を計上すること。 

   ④通知書案（提出は任意） 

    ・通知書の様式など提案がある場合は提出すること。 

（４）提出部数 

７部（正本１部、副本６部） 

併せて、提出書類と同内容を保存したＣＤ－Ｒを１枚提出すること。 

（５）書類審査 

   提案書を提出した参加者が４者を超える場合は、書類選考を行い、審査会の対象を概ね

４者以内の提案に限定する場合がある。書類選考を行う場合は、令和７年４月１４日

（月）に、全参加者の参加者メールアドレス宛てに通知する。 
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（６）その他 

提出書類は返却しない。 

提出後の訂正、差替えは、本市から指示があった場合を除き認めない。 

 

１０ 審査会実施 

（１）日 時  令和７年４月１７日（木） 

（２）場 所  倉敷市役所本庁舎 

（３）出 席 者  ３名以内（参加申込者の概要【様式３】で届け出た担当者は出席のこと） 

（４）所要時間  １参加者につき４５分（説明２５分以内、質疑応答２０分程度） 

（５）実施方法  提出した提案書によるプレゼンテーション 

（６）そ の 他 

日時及び場所の詳細は、令和７年４月１４日（月）に参加者メールアドレス宛てに通 

知を行う。 

スクリーン、プロジェクター(ＨＤＭＩ出力)、ＨＤＭＩケーブルは市で用意する。 

その他機器が必要な場合は参加者において用意すること。 

 

１１ 評価基準    

別紙評価基準表のとおり 

 

１２ 選考方法 

（１）複数の審査員が提案書、見積書、プレゼンテーション等を総合的に評価して選考を行う。 

（２）選考の結果、評価点の合計が最も高い者を優先交渉権者とし、随意契約の交渉を行う。

ただし、その者と合意に至らない場合は、評価点の高い順に交渉を行う。 

（３）評価点の合計が同点の場合は、審査委員会の多数決により順位を決定する。 

 

１３ 選考結果の通知 

選考結果について、令和７年４月２１日（月）に審査会全参加者に対し、参加者メール

アドレス宛てに通知を行う。 

 

１４ 委託契約の取扱いについて 

（１）優先交渉権者と、委託内容、仕様書、経費等について交渉を行った上で、再度見積書の

提出を求め、委託契約を締結する。締結後、受託事業者は速やかに実施計画書を市に提

出することとする。 

（２）契約保証金は、倉敷市財務規則第１７３条の規定により契約金額の１００分の１０以上

の納付となる。ただし、倉敷市財務規則第１７５条の規定に該当する場合は、契約保証

金を減免する。 

 

１５ その他 

（１）このプロポーザルにかかる費用は、すべて参加者の負担とする。やむを得ない理由によ

りこのプロポーザルが中止された場合においても、それまでに要した費用を倉敷市に請

求することはできない。 
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（２）参加申込書の提出後に参加を辞退する場合は、辞退届【様式７】（押印必要）を提出す

ること。 

（３）提出された書類は、このプロポーザルに係る審査以外には使用しない。ただし、情報開

示請求があった場合には、倉敷市情報公開条例の規定に基づき対応するため、第三者に

開示する場合がある。 

（４）審査の経緯及び内容に関しては、いかなる問い合わせにも応じないものとする。また、

選考結果についての異議申立ては一切受け付けない。 

（５）提案書等において、虚偽の記載等の不正な行為が判明したときは、指名停止等の措置を

行うことがある。 

 

１６ 問い合わせ先 

倉敷市市民局市民生活部市民課戸籍係 担当：鎌田、由良 

〒７１０－８５６５ 岡山県倉敷市西中新田６４０番地 

TEL：（０８６）４２６－３２６８ 

E-mail：civic*city.kurashiki.okayama.jp 

（セキュリティ上、＊をアットマークに読み替えること） 


